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参照条文 

 

○労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）（抄） 

（労働時間等に関する規定の適用除外） 

第四十一条の二 賃金、労働時間その他の当該事業場における労働条件に関する事項を調査審議

し、事業主に対し当該事項について意見を述べることを目的とする委員会（使用者及び当該事

業場の労働者を代表する者を構成員とするものに限る。）が設置された事業場において、当該

委員会がその委員の五分の四以上の多数による議決により次に掲げる事項に関する決議をし、

かつ、使用者が、厚生労働省令で定めるところにより当該決議を行政官庁に届け出た場合にお

いて、第二号に掲げる労働者の範囲に属する労働者（以下この項において「対象労働者」とい

う。）であつて書面その他の厚生労働省令で定める方法によりその同意を得たものを当該事業

場における第一号に掲げる業務に就かせたときは、この章で定める労働時間、休憩、休日及び

深夜の割増賃金に関する規定は、対象労働者については適用しない。ただし、第三号から五号

までに規定する措置のいずれかを使用者が講じていない場合は、この限りでない。 

一 高度の専門的知識等を必要とし、その性質上従事した時間と従事して得た成果との関連性

が通常高くないと認められるものとして厚生労働省令で定める業務のうち、労働者に就かせ

ることとする業務（以下この項において「対象業務」という。） 

二 この項の規定により労働する期間において次のいずれにも当する労働者であつて、対象業

務に就かせようとするものの範囲 

イ 使用者との間の書面その他の厚生労働省令で定める方法による合意に基づき職務が明確

に定められていること。 

ロ 労働契約により使用者から支払われると見込まれる賃金の額を一年間当たりの賃金の額

に換算した額が基準年間平均給与額（厚生労働省において作成する毎月勤労統計における

毎月きまつて支給する給与の額を基礎として厚生労働省令で定めるところにより算定した

労働者一人当たりの給与の平均額をいう。）の三倍の額を相当程度上回る水準として厚生

労働省令で定める額以上であること。 

三 対象業務に従事する対象労働者の健康管理を行うために当該対象労働者が事業場内にいた

時間（この項の委員会が厚生労働省令で定める労働時間以外の時間を除くことを決議したと

きは、当該決議に係る時間を除いた時間）と事業場外において労働した時間との合計の時間

（第五号ロ及びニ並びに第六号において「健康管理時間」という。）を把握する措置（厚生労

働省令で定める方法に限る。）を当該決議で定めるところにより使用者が講ずること。 

四 対象業務に従事する対象労働者に対し、一年間を通じ百四日以上、かつ、四週間を通じ四

日以上の休日を当該決議及び就業規則その他これに準ずるもので定めるところにより使用者

が与えること。 

五 対象業務に従事する対象労働者に対し、次のいずれかに該当する措置を当該決議及び就業

規則その他これに準ずるもので定めるところにより使用者が講ずること。 

イ 労働者ごとに始業から二十四時間を経過するまでに厚生労働省令で定める時間以上の継

続した休息時間を確保し、かつ、第三十七条第四項に規定する時刻の間において労働させ

る回数を一箇月について厚生労働省令で定める回数以内とすること。 

ロ 健康管理時間を一箇月又は三箇月についてそれぞれ厚生労働省令で定める時間を超えな

い範囲内とすること。 

ハ 一年に一回以上の継続した二週間（労働者が請求した場合においては、一年に二回以上

の継続した一週間）（使用者が当該期間において、第三十九条の規定による有給休暇を与



えたときは、当該有給休暇を与えた日を除く。）について、休日を与えること。 

ニ 健康管理時間の状況その他の事項が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定め

る要件に該当する労働者に健康診断（厚生労働省令で定める項目を含むものに限る。）を

実施すること。 

六 対象業務に従事する対象労働者の健康管理時間の状況に応じた当該対象労働者の健康及び

福祉を確保するための措置であつて、当該対象労働者に対する有給休暇（第三十九条の規定

による有給休暇を除く。）の付与、健康診断の実施その他の厚生労働省令で定める措置のう

ち当該決議で定めるものを使用者が講ずること。 

七 対象労働者のこの項の規定による同意の撤回に関する手続 

八 対象業務に従事する対象労働者からの苦情の処理に関する措置を当該決議で定めるところ

により使用者が講ずること。 

九 使用者は、この項の規定による同意をしなかつた対象労働者に対して解雇その他不利益な

取扱いをしてはならないこと。 

十 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

② 前項の規定による届出をした使用者は、厚生労働省令で定めるところにより、同項第四号か

ら第六号までに規定する措置の実施状況を行政官庁に報告しなければならない。 

③ 第三十八条の四第二項、第三項及び第五項の規定は、第一項の委員会について準用する。 

④ 第一項の決議をする委員は、当該決議の内容が前項において準用する第三十八条の四第三項

の指針に適合したものとなるようにしなければならない。 

⑤ 行政官庁は、第三項において準用する第三十八条の四第三項の指針に関し、第一項の決議を

する委員に対し、必要な助言及び指導を行うことができる。 

 

○労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）（抄） 

（産業医等） 

第十三条 事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、厚生労働省令で定めるところにより、医

師のうちから産業医を選任し、その者に労働者の健康管理その他の厚生労働省令で定める事項（以

下「労働者の健康管理等」という。）を行わせなければならない。 

２ 産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識について厚生労働省令で定

める要件を備えた者でなければならない。 

３ 産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関する知識に基づいて、誠実にその職

務を行わなければならない。 

４ 産業医を選任した事業者は、産業医に対し、厚生労働省令で定めるところにより、労働者の労

働時間に関する情報その他の産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要な情報として

厚生労働省令で定めるものを提供しなければならない。 

５ 産業医は、労働者の健康を確保するため必要があると認めるときは、事業者に対し、労働者の

健康管理等について必要な勧告をすることができる。この場合において、事業者は、当該勧告を

尊重しなければならない。 

６ 事業者は、前項の勧告を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該勧告の内容

その他の厚生労働省令で定める事項を衛生委員会又は安全衛生委員会に報告しなければならな

い。 

 

第十三条の二 事業者は、前条第一項の事業場以外の事業場については、労働者の健康管理等を行

うのに必要な医学に関する知識を有する医師その他厚生労働省令で定める者に労働者の健康管理

等の全部又は一部を行わせるように努めなければならない。 

 



第六十六条の八の四 事業者は、労働基準法第四十一条の二第一項の規定により労働する労働者

であつて、その健康管理時間（同項第三号に規定する健康管理時間をいう。）が当該労働者の健

康の保持を考慮して厚生労働省令で定める時間を超えるものに対し、厚生労働省令で定めると

ころにより、医師による面接指導を行わなければならない。 

２ 第六十六条の八第二項から第五項までの規定は、前項の事業者及び労働者について準用する。

この場合において、同条第五項中「就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回

数の減少等」とあるのは、「職務内容の変更、有給休暇（労働基準法第三十九条の規定による有

給休暇を除く。）の付与、健康管理時間（第六十六条の八の四第一項に規定する健康管理時間を

いう。）が短縮されるための配慮等」と読み替えるものとする。 

 

第六十六条の九 事業者は、第六十六条の八第一項、第六十六条の八の二第一項又は前条第一項

の規定により面接指導を行う労働者以外の労働者であつて健康への配慮が必要なものについて

は、厚生労働省令で定めるところにより、必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

 

○労働安全衛生法施行令（昭和四十七年政令第三百十八号）（抄） 

（産業医を選任すべき事業場） 

第五条 法第十三条第一項の政令で定める規模の事業場は、常時五十人以上の労働者を使用する事

業場とする。 

 

○労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号）（抄） 

（産業医及び産業歯科医の職務等） 

第十四条 法第十三条第一項の厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項で医学に関する専門

的知識を必要とするものとする。 

一 健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関すること。 

二 法第六十六条の八第一項及び第六十六条の八の二第一項に規定する面接指導並びに法第六十

六条の九に規定する必要な措置の実施並びにこれらの結果に基づく労働者の健康を保持するた

めの措置に関すること。 

三 法第六十六条の十第一項に規定する心理的な負担の程度を把握するための検査の実施並びに

同条第三項に規定する面接指導の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措

置に関すること。 

四 作業環境の維持管理に関すること。 

五 作業の管理に関すること。 

六 前各号に掲げるもののほか、労働者の健康管理に関すること。 

七 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること。 

八 衛生教育に関すること。 

九 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。 

２ 法第十三条第二項の厚生労働省令で定める要件を備えた者は、次のとおりとする。 

一 法第十三条第一項に規定する労働者の健康管理等（以下「労働者の健康管理等」という。）

を行うのに必要な医学に関する知識についての研修であつて厚生労働大臣の指定する者（法人

に限る。）が行うものを修了した者 

二 産業医の養成等を行うことを目的とする医学の正規の課程を設置している産業医科大学その

他の大学であつて厚生労働大臣が指定するものにおいて当該課程を修めて卒業した者であつ

て、その大学が行う実習を履修したもの 

三 労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、その試験の区分が保健衛生であるもの 

四 学校教育法による大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、准教授又は講師（常



時勤務する者に限る。）の職にあり、又はあつた者 

五 前各号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が定める者 

３ 産業医は、第一項各号に掲げる事項について、総括安全衛生管理者に対して勧告し、又は衛生

管理者に対して指導し、若しくは助言することができる。 

４ 事業者は、産業医が法第十三条第三項の規定による勧告をしたこと又は前項の規定による勧告、

指導若しくは助言をしたことを理由として、産業医に対し、解任その他不利益な取扱いをしない

ようにしなければならない。 

５ 事業者は、令第二十二条第三項の業務に常時五十人以上の労働者を従事させる事業場について

は、第一項各号に掲げる事項のうち当該労働者の歯又はその支持組織に関する事項について、適

時、歯科医師の意見を聴くようにしなければならない。 

６ 前項の事業場の労働者に対して法第六十六条第三項の健康診断を行なつた歯科医師は、当該事

業場の事業者又は総括安全衛生管理者に対し、当該労働者の健康障害（歯又はその支持組織に関

するものに限る。）を防止するため必要な事項を勧告することができる。 

 

（産業医に対する情報の提供） 

第十四条の二 法第十三条第四項の厚生労働省令で定める情報は、次に掲げる情報とする。 

一 法第六十六条の五第一項、第六十六条の八第五項（法第六十六条の八の二第二項において読

み替えて準用する場合を含む。）又は第六十六条の十第六項の規定により既に講じた措置又は

講じようとする措置の内容に関する情報（これらの措置を講じない場合にあつては、その旨及

びその理由） 

二 第五十二条の二第一項又は第五十二条の七の二第一項の超えた時間が一月当たり八十時間を

超えた労働者の氏名及び当該労働者に係る当該超えた時間に関する情報 

三 前二号に掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であつて産業医が労働者の健康管理

等を適切に行うために必要と認めるもの 

２ 法第十三条第四項の規定による情報の提供は、次の各号に掲げる情報の区分に応じ、当該各号

に定めるところにより行うものとする。 

一 前項第一号に掲げる情報 法第六十六条の四、第六十六条の八第四項（法第六十六条の八の

二第二項において準用する場合を含む。）又は第六十六条の十第五項の規定による医師又は歯

科医師からの意見聴取を行つた後、遅滞なく提供すること。 

二 前項第二号に掲げる情報 第五十二条の二第二項（第五十二条の七の二第二項において準用

する場合を含む。）の規定により同号の超えた時間の算定を行つた後、速やかに提供すること。 

三 前項第三号に掲げる情報 産業医から当該情報の提供を求められた後、速やかに提供するこ

と。 

 

（面接指導の対象となる労働者の要件等） 

第五十二条の二 法第六十六条の八第一項の厚生労働省令で定める要件は、休憩時間を除き一週

間当たり四十時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が一月当たり八十時間を超

え、かつ、疲労の蓄積が認められる者であることとする。ただし、次の期日前一月以内に法第

六十六条の八第一項又は第六十六条の八の二第一項に規定する面接指導を受けた労働者その他

これに類する労働者であつて法第六十六条の八第一項に規定する面接指導（以下この節におい

て「法第六十六条の八の面接指導」という。）を受ける必要がないと医師が認めたものを除く。 

２ 前項の超えた時間の算定は、毎月一回以上、一定の期日を定めて行わなければならない。 

３ 事業者は、第一項の超えた時間の算定を行つたときは、速やかに、同項の超えた時間が一月

当たり八十時間を超えた労働者に対に、同項の超えた時間が一月当たり百時間を超えた労働者

の氏名し、当該労働者に係る当該超えた時間に関する情報を通知しなけ及び当該労働者に係る



超えた時間に関する情報を産業医に提供しればならない。 

 

（面接指導の実施方法等） 

第五十二条の三 法第六十六条の八の面接指導は、前条第一項の要件に該当する労働者の申出に

より行うものとする。 

２ 前項の申出は、前条第二項の期日後、遅滞なく、行うものとする。 

３ 事業者は、労働者から第一項の申出があつたときは、遅滞なく、法第六十六条の八の面接指

導を行わなければならない。 

４ （略） 

 

（面接指導における確認事項） 

第五十二条の四 医師は、法第六十六条の八の面接指導を行うに当たつては、前条第一項の申出

を行つた労働者に対し、次に掲げる事項について確認を行うものとする。 

一 当該労働者の勤務の状況 

二 当該労働者の疲労の蓄積の状況 

三 前号に掲げるもののほか、当該労働者の心身の状況 

 

（労働者の希望する医師による面接指導の証明） 

第五十二条の五 法第六十六条の八第二項ただし書の書面は、当該労働者の受けた法第六十六条

の八の面接指導について、次に掲げる事項を記載したものでなければならない。 

一 実施年月日 

二 当該労働者の氏名 

三 法第六十六条の八の面接指導を行つた医師の氏名 

四 当該労働者の疲労の蓄積の状況 

五 前号に掲げるもののほか、当該労働者の心身の状況 

 

（面接指導結果の記録の作成） 

第五十二条の六 事業者は、法第六十六条の八の面接指導（法第六第五十二条の六事業者は、法

第六十六条の八の面接指導（法第六のを含む。次条において同じ。）の結果に基づき、当該法第

六十六条の八の面接指導の結果の記録を作成して、これを五年間保存しなければならない。 

２ 前項の記録は、前条各号に掲げる事項及び法第六十六条の八第四項の規定による医師の意見

を記載したものでなければならない。 

 

（面接指導の結果についての医師からの意見聴取） 

第五十二条の七 法第六十六条の八の面接指導の結果に基づく法第六十六条の八第四項の規定に

よる医師からの意見聴取は、当該法第六十六条の八の面接指導が行われた後（同条第二項ただ

し書の場合にあつては、当該労働者が当該法第六十六条の八の面接指導の結果を証明する書面

を事業者に提出した後）、遅滞なく行わなければならない。 

 

（法第六十六条の八の二第一項の厚生労働省令で定める時間等） 

第五十二条の七の二 法第六十六条の八の二第一項の厚生労働省令で定める時間は、休憩時間を

除き一週間当たり四十時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間について、一月当

たり百時間とする。 

２ 第五十二条の二第二項、第五十二条の三第一項及び第五十二条の四から前条までの規定は、

法第六十六条の八の二第一項に規定する面接指導について準用する。この場合において、第五



十二条の二第二項中「前項」とあるのは「第五十二条の七の二第一項」と、第五十二条の三第一

項中「前条第一項の要件に該当する労働者の申出により」とあるのは「前条第二項の期日後、

遅滞なく」と、第五十二条の四中「前条第一項の申出を行つた労働者」とあるのは「労働者」と

読み替えるものとする。 

 


